
コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

1 

 

 2016年 12月 26日 

株式会社エボラブルアジア 

代表取締役社長 吉村 英毅 

問合せ先： 取締役 CFO 柴田 裕亮（03-3431-6191） 

 証券コード：6191 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社グループは、事業環境の変化に迅速に対応した意思決定、永続的な事業展開ならびにステークホル

ダーからの信頼獲得を重要な経営課題と位置づけ、経営の健全性・透明性・効率性を高めるために、コ

ーポレート・ガバナンス体制の強化、コンプライアンスの徹底とディスクロージャー（情報開示）の適

時・適切性を重視し、全社を挙げて取り組んでおります。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

コーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しておりますので、本欄に記載すべき事項はあ

りません 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 10％未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

大石 崇徳 7,697,700 46.14 

吉村ホールディングス株式会社 3,912,000 23.44 

Fenox Venture Company IX, L.P. 405,000 2.42 

株式会社ベクトル 229,500 1.37 

MSIP CLIENT SECURITIES 225,200 1.34 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 148,500 0.89 

日本証券金融株式会社 102,200 0.61 

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG 

(FE-AC) 

100,421 0.60 

Fenox Venture Company III, L.P. 81,900 0.49 

野村信託銀行株式会社（投信口） 77,800 0.46 
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支配株主名 ― 

 

補足説明 

・【大株主の状況】におきましては、平成 28 年 9 月期末時点での株主名簿に基づいて記載をしており

ますが、最終更新日に至るまでに当社の大株主のうち、大石崇徳及び吉村ホールディングス株式会社が

大量保有報告書を提出しております。 

 

３．企業属性 

上場取引所及び市場区分 東京マザーズ 

決算期 9月 

業種 サービス業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 500人以上 1000人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

当該取引が当社グループの経営の健全性を損なってはいないか、その取引が合理的判断に照らし合わせ

て有効であるか、また取引条件は他の外部取引と比較して適正であるか等に留意して、当社取締役会の

決議により行う方針であります。 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

― 

 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役会設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 10名以下 

定款上の取締役の任期 2年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 7名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 2名 
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社外取締役のうち独立役員に指定されている人

数 

1名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

森部 好樹 他の会社の出身者        △    

小俣 泰明 他の会社の出身者    ○        

 

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e及び fのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

森部 好樹 ○ 有限会社ロッキングホースの代

表取締役であります。当社と有限

会社ロッキングホースとの間で

は、平成 28年 11月まで顧問契約

が締結されておりました。平成

28 年 9 月期における取引合計金

額は 215万円であり、適正な取引

条件に基づく妥当性のある金額

であると認識しております。 

各業界において経営者を

歴任し、豊富な経験と幅広

い見識を有していること

から、当社の経営全般に関

する客観的かつ適切な監

督・助言をいただくため、

社外取締役として選任し

ています。また、当社が株

式を上場する金融商品取

引所に定める一般株主と

利益相反の生じるおそれ
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があるとされる事項に該

当しておらず、独立性を有

しています。 

小俣 泰明  株式会社アルサーガパートナー

ズの代表取締役であります。株式

会社アルサーガパートナーズと

当社の間には、平成 28年 10月よ

りシステム開発業務委託の契約

が締結されており、年間 2,000万

円（2017 年 9 月期見込）の取引

が予定されています。 

大手 ITベンダーでの豊富

な実務経験及び IT業界で

の企業経営経験を有して

いることから、その専門的

な経験と見識に基づき、

IT に関する技術的な観点

から当社の経営に対する

監督・助言をいただくた

め、社外取締役として選任

しています。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 

なし 

 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 上限の定めはない 

監査役の人数 4名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

監査役、会計監査人及び内部監査部門は、相互に緊密な連携を保ちながら、相互の監査計画の共有や監

査結果に関する報告等を定期的に行い、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。 

 

社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 2名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人数 1名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

岡田 雅仁 他の会社の出身者              
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森田 正康 他の会社の出身者              

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 j.上場会社の取引先（f、g及び hのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 
選任の理由 

岡田 雅仁 ○ ― 長年の銀行勤務経験に基

づき、金融・経済、会計に

関する深い見識を有して

いることから、社外監査役

として選任しています。ま

た、当社が株式を上場する

金融商品取引所に定める

一般株主と利益相反の生

じるおそれがあるとされ

る事項に該当しておらず、

独立性を有していること

から、独立役員として指定

しております。 

森田 正康  ― 国際人としての豊富な経

験と幅広い見識を有して

おり、当社の海外戦略を注

視し、経営の監督等に十分
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な役割を果たしていただ

けると判断されることか

ら、社外監査役として選任

しています。 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 2名 

その他独立役員に関する事項 

― 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

ストックオプション制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

当社の業績に対する意欲や士気を一層高めることにより企業価値の向上を図ることを目的として、スト

ックオプションを付与しております。 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役,社外取締役,社内監査役,社外監査役,従

業員,その他 

該当項目に関する補足説明 

当社の業績に対する意欲や士気を一層高めることにより企業価値の向上を図ることを目的として、スト

ックオプションを付与しております。なお、その他の付与対象者には当社の上場準備に関するアドバイ

ザー等の社外支援者が該当いたします。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 

取締役の報酬は、総額で開示しております。 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 なし 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

取締役及び監査役の報酬の決定については、株主総会で総枠の決議を得ております。各役員の報酬額に

ついては、取締役については取締役会にて決議しております。監査役については監査役間の協議にて決

定しております。 

 

【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 
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社外取締役及び社外監査役に対する専従スタッフは配置しておりません。必要に応じ、経営企画室が連

絡窓口となりサポートを行っております。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

当社におきましては、代表取締役社長に直属する独立した経営企画室や監査役会の設置に加えて、社外

取締役や社外監査役を選任することで社外の視点を取り入れた実効性のあるコーポレート・ガバナンス

体制を構築しています。 

（１）取締役会 

当社の取締役会は、代表取締役社長をはじめとした取締役７名で構成されており、経営監督機能の強化

を図るため、うち２名を社外取締役として選任しております。また、毎月１回開催される定例取締役会

に加え、必要に応じて臨時株主総会が開催され、取締役会規程に基づいて経営並びに業務執行に関する

決定・報告が行われております。 

（２）経営戦略会議  

取締役、監査役、執行役員および各部門責任者で構成されております。経営戦略会議では、経営計画に

関する事項、事業・販売計画に関する事項、予算に関する事項、財務に関する事項、人事労務に関する

事項など幅広い経営課題について進捗状況を確認し議論を行うことで、業務執行の権限と責任を明確に

し、迅速かつ適正な意思決定を図り、経営の透明性や効率性の向上に努めております。 

（３）監査役会 

当社の監査役会は、常勤監査役１名と非常勤監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、毎月１回

の定例監査役会に加え、必要に応じて臨時監査役会を開催し、法令、定款及び当社監査役会規程に基づ

き重要事項の決議及び業務の進捗報告等を行っております。 

また、監査役は取締役会その他の重要会議に出席し、取締役会等の運営及び取締役の職務執行に関わる

経営の監視を行っております。なお、監査役は会計監査人および内部監査責任者と緊密な連携を保ちな

がら、情報交換を行い、相互の連携を深めて、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。また、

内部監査担当者と連携して適正な監査の実施に努めております。 

（４）内部監査及び業務監査 

①内部監査の状況 

当社の内部監査は、経営企画室が担当しております。内部監査担当者及び監査役は、会計監査人と適時

に情報交換を行い、内部監査及び業務監査に関わる監査方法や監査結果の妥当性などを確認しておりま

す。内部監査担当者は、監査役会及び会計監査人との連携の下に、内部統制の状況等について意見交換

を行いながら監査を実施し、被監査部門である子会社及び各組織の監査結果ならびに改善点について、

代表取締役社長に対して報告書をしております。改善指示がなされた場合には、その後の改善状況につ

き、フォローアップ監査を行い、改善状況の確認を行っております。 

②業務監査の状況 

当社の常勤監査役及び非常勤監査役は、監査方針に基づき取締役の職務執行、取締役会開催に関わる招

集・運営・付議議案の適法性、意思決定過程の妥当性について監視するとともに、書類の閲覧やヒアリ
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ングを通じた内部統制システムの運用に関わる監査を適宜実施しております。その監査結果は、毎月開

催される監査役会及び取締役会にて報告され、重要事項については取締役会で改善などの協議がなされ

ています。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、会社法規程の趣旨に沿って社外から取締役および監査役を採用することで、今後の事業拡充の

局面にあっても継続的に経営の監督機能を確保できる体制を推進しています。また、当該社外取締役及

び監査役は、金融、経済、海外戦略等に関する幅広い専門的知見を有しており、当社の取締役会に定期

的に参加して業務執行に関する意思決定の監督及び監査を行っておりますため、業務の適正性が確保さ

れていると考えており、本体制を採用しております。 

 

Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

株主への株主総会発送通知については、早期発送に向けて努めております。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

株主総会開催日は、多くの株主が出席できるように他社の株主総会の集中日を避

けるとともに、株主が出席しやすい場所を確保するよう留意しております。 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リシ ーの 作

成・公表 

当社コーポレートサイトへの掲載を検討しております。  

個人投資家向けに

定期的説明会を開

催 

積極的に開催する予定としております。 あり 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

原則として年 2 回、アナリスト・機関投資家の皆様向けの

決算説明会を実施しております。 

あり 

IR 資料をホームペ

ージ掲載 

当社のホームページ内にＩＲウェブサイトを開設し、決算短

信、決算説明会資料、有価証券報告書、四半期報告書等を掲

載しております。 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

IR 担当責任者を代表取締役社長とし、管理部にて対応して

おります。 
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３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社では、ステークホルダーからの信頼獲得を、事業環境の変化に迅速に対応し

た意思決定及び永続的な事業展開と並ぶ重要な経営課題と位置づけており、コー

ポレートガバナンス体制の強化を行うとともに社内規程として「コンプライアン

ス規程」を定め、コンプライアンスの徹底に取り組んでおります。 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

金融商品取引法で要求されている財務報告のみならず、幅広いディスクロージャ

ーの信頼性と透明性についても、良好な内部統制の枠組みの下で、株主、投資家

をはじめとするあらゆるステークホルダーに対する迅速かつ正確な情報開示と

説明責任を果たすことに努める方針です。 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、業務の適正性を確保するため、以下の通り内部統制システムの構築に関する基本方針を定めて

おります。 

 

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに当社及びそ

の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制 

（１）当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること並びに当社及びその子会社から成る企

業集団の業務の適正を確保するため、「コンプライアンス規程」等を定めます。 

（２）当社の取締役は、当社及びその子会社に関し重大な法令違反、コンプライアンス違反その他重要

な事実を発見した場合、速やかに取締役会に報告します。 

（３）当社の監査役は、「監査役監査規程」に基づき、取締役の職務執行について監査を行います。 

（４）当社は、法令、定款及び社内規則に違反する行為が行われ、又は行われようとしている場合の報

告体制として「公益通報者保護規程」を定め、社内通報窓口を設置します。当社及びその子会社は、当

該通報を行った者に対して、解雇その他いかなる不利益な取り扱いも行いません。 

 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制  

（１）当社の取締役の職務執行に係る文書その他重要な情報については、法令、定款及び「文書管理規

程」ほか社内規則に則り作成、保存、管理する。取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの情報を閲

覧することができるものとします。 

（２）当社は、「個人情報取扱規程」、「情報セキュリティ管理規程」等の社内規則に基づき、情報の保

存及び管理に関する体制を整備します。 

 

３．当社及びその子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当社は、リスク管理の基礎として定める「リスク管理規程」に基づき、当社グループのリスクを
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横断的に管理する「リスク管理委員会」を設置し、リスクマネジメント活動を推進します。 

（２）当社は、経営戦略会議等において定期的に実施される業務執行状況の報告等を通じ、当社及びそ

の子会社におけるリスクの状況を適時に把握、管理します。 

（３）当社の内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、当社及びその子会社におけるリスク管理の

実施状況について監査を行います。 

 

４．当社及びその子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）当社は、経営の効率化と責任の明確化を図るため、「執行役員規程」に基づき、執行役員制度を

導入します。 

（２）当社は、取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定ならびに取締役及び執行役員の業務の

執行状況について報告を行い、当社の取締役及び執行役員の職務の執行について監視・監督を行います。 

（３）当社は、取締役会の決定に基づく業務執行については、「職務分掌規程」「職務権限規程」におい

て、それぞれの分担を明確にして、職務の執行が効率的に行われることを確保します。 

（４）当社は、職務の執行が効率的に行われることを補完するため、経営に関する重要事項について協

議する経営戦 略会議を毎月１回以上開催します。 

 

５．当社及びその子会社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

（１）当社の取締役会は、「取締役会規程」に基づき重要事項について決定するとともに、役員及び従

業員に業務の執行状況を報告させ、法令、定款及び社内規則の遵守状況を把握します。 

（２）当社は、「コンプライアンス規程」を、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動基準とし、全て

の役員及び従業員に対し周知徹底を図ります。 

（３）当社は、「公益通報者保護規程」に基づき社内通報窓口を設置し、不祥事の未然防止を図ります。 

（４）当社の内部監査部門は、社内規程に基づき内部監査を実施し、当社及びその子会社の使用人の職

務における法令、定款及び社内規則の遵守状況並びにその他業務の遂行状況を検証します。 

（５）当社の監査役及び監査役会は、当社及びその子会社の法令、定款及び社内規則等の遵守状況に問

題があると認められた場合は、改善策を講ずるよう取締役会に要求します。 

 

６．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

（１）当社は、グループとしての統一的な事業戦略に基づく意思決定及び業務の適正を確保するため「関

係会社管理規程」を定め、経営管理責任を明確化します。 

（２）当社グループにおいては、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務執行上重要な事項は当

社の取締役会等の決定機関において事前承認を得たうえで執行します。また、子会社において業務執行

上発生した重要な事実については、定期的又は必要に応じて随時開催するグループ経営会議において、

当社及び当社の関連部門に報告するものとします。 

（３）当社内部監査部門は、各子会社に対しても定期的な監査を行います。 
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７．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（１）監査役が監査役補助者の登用を求めた場合、当社の使用人から監査役補助者を任命することがで

きるものとします。 

（２）監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監査役会の同意を得たうえで、

取締役会で決定することとし、取締役からの独立性を確保します。 

（３）監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しないものとします。 

 

８．当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制並び

に子会社の取締役、監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けたものが当社の監査役に報告を

するための体制 

当社の取締役及び使用人並びにその子会社の取締役、監査役及び使用人等は、法令に違反する事実、

会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときには、当社の監査役に対して、当該事実に

関する事項を速やかに報告しなければならないものとします。また、当社の監査役から業務執行に関す

る事項の報告を求められた場合においても、速やかに報告を行わなければならないものとします。 

 

９．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

（１）当社の監査役は、当社又はその子会社の取締役会、経営戦略会議その他経営に関する重要な会議

に出席し、経営において重要な意思決定及び業務の執行状況を把握するとともに、意見を述べることが

できます。 

（２）当社の代表取締役は、当社の監査役と定期的に意見交換を行います。 

（３）当社の監査役は、内部監査部門の実施する内部監査に係る年次計画について事前に説明を受け、

その修正等を求めることができます。また、内部監査の実施状況について適宜報告を受け、必要がある

と認めるときは、追加監査の実施、業務改善策の策定等を求めることができます。 

（４）当社の監査役は、会計監査人から必要に応じて会計の内容につき説明を受けるとともに意見交換

を行い、効率的な監査のために連携を図ります。 

 

１０．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理に関する方針に関する事項 

 当社は、当社の監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するために、監査費用のための予算

を確保します。 

 

１１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・措置  

（１）当社は、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人である反社会的

勢力による被害を防止するため、「反社会的勢力に対する基本方針」を宣言します。 

（２）反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外部専門機関と連携
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して組織的な対応を図るものとし、平素より情報収集に努め、速やかに対処できる体制を整備します。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、反社会的勢力とはいかなる関係も持たず、不当要求等については毅然とした態度で対応するこ

とを方針としております。経営戦略会議をはじめとする当社の主要な会議体や、全体会議などの機会を

利用し、定期的にその内容の周知徹底を図っております。 

当社における反社会的勢力排除体制として、「反社会的勢力対策に関する規程」を制定し、反社会的勢

力対応部署及びその責任者を管理部及び管理部管掌役員と定めております。 

新規取引先ならびに新規採用者については、記事検索、信用調査会社の情報検索等により審査を行い、

反社会的勢力への該当性を判断しております。既存取引先に対しては、原則として年に１度、継続取引

先で前回調査実施から１年以上経過している取引先について調査を行っております。 

また、取引当事者間の法的関係を規定する契約・規約・取引約款等において、取引先が反社会的勢力等

と関わる個人、企業、団体等であることが判明した場合には契約を解除できる旨の排除条項を盛り込ん

でおります。 

反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、顧問弁護士及び全国暴力追放運動推進センター等の

外部専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構築しております。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

当社は、現在のところ買収防衛策の導入はありませんが、将来は検討を要する課題となることも考えら

れると認識しております。 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示手続に関する事務フローの模式図を参考資料として

添付いたします。 
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【模式図(参考資料)】 

株主総会

監査役会 取締役会

リスク管理委員会

顧問弁護士

代表取締役社長

経営企画室
（内部監査担当）

各事業部／関連会社

選任・解任選任・解任

（連携）

監査

内部監査

相談・連携

相談・通報

指示

助言・報告

経営戦略会議

指示

指示

指導・助言

内部通報／相談窓口

報告

選定・解職・監督

付議・報告

会計監査人

（監査法人）

選任・解任

監査

報告 報告

指示

指示・報告・確認

指示・監督

報告

報告

報告

連携

内部統制システム

 

 

【適時開示体制の概要（模式図）】 

<当社グループの決定事実・発生事実に関する情報等> 

代表取締役社長

当社グループの
関係部門

情報管理責任者
管理部

（開示要否の判断）

上程
取締役会

情報管理責任者
管理部

（開示準備）
適時開示

報告

報告

 

 

＜当社グループの決算に関する情報＞ 

管理部
経理・財務グループ
（書類作成）

情報管理責任者
管理部
（確認）

取締役会
情報管理責任者

管理部
（開示準備）

適時開示

報告 上程

 

 

以上 


